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 （百万円未満切捨て） 

１．平成 23 年 3月期の業績（平成 22 年 4月 1日～平成 23 年 3月 31 日） 

（１）経営成績                                             （％表示は対前期増減率） 

 営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

23 年 3 月期 

22 年 3 月期 

百万円 

2,164 

2,355 

％ 

△8.1 

11.1 

百万円

2,146

2,326

％

△7.7

11.7

百万円

254

357

％

△28.8

－

百万円 

291 

387 

％ 

△24.9 

－ 

百万円

195

248

％

△21.2

－

 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

自己資本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

営業収益 

営業利益率 

 

23 年 3 月期 

22 年 3 月期 

円銭 

27.99 

35.54 

円銭

－ 

－ 

％

2.0

2.6

％ 

2.1 

2.7 

％

11.7

15.2

 

（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

23 年 3 月期 

22 年 3 月期 

百万円 

14,071 

14,250 

百万円

10,017

9,922

％ 

71.2 

69.6 

円銭

1,432.87

1,419.33

（参考）自己資本   23 年 3 月期 10,017 百万円  22 年 3 月期 9,922 百万円 

 

２．配当の状況 

 年間配当金 

（基準日） 第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 年間 

配当金総額

（合計） 
配当性向

純資産

配当率

 

22 年 3 月期 

23 年 3 月期 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭

－ 

－ 

円 銭

6.00

5.00

円 銭

6.00

5.00

百万円 

41 

34 

％

16.9

17.9

％

0.4

0.4

24 年 3 月期（予想）         

（注）22 年 3 月期期末配当金の内訳 普通配当 5 円 00 銭 記念配当 1 円 00 銭（創業 110 周年記念配当） 

24 年 3 月期の配当予想額は未定であります。 

 

３．平成 24 年 3月期の業績予想（平成 23 年 4月 1日～平成 24 年 3月 31 日） 

当社の主たる事業は金融商品取引業であり、業績は相場環境の変動の影響を受ける状況にあります。 

この事業の特性に鑑み業績予想を行うことは困難であるため、業績予想は行っておりません。 

 

４．その他 

（１）重要な会計方針の変更 

  ①会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 

  ②①以外の変更        ：有・無 

  （注）詳細は、【添付資料】P.9「財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

（２）発行済株式数（普通株式） 

  ① 期末発行済株式数 23 年 3 月期 6,991,000 株 22 年 3 月期 6,991,000 株

② 期末自己株式数 23 年 3 月期 0 株 22 年 3 月期 0 株

③ 期中平均株式数 23 年 3 月期 6,991,000 株 22 年 3 月期 6,991,000 株

 

＊監査手続きの実施状況に関する表示 

 この決算短信の開示時点において、会社法に基づく計算書類に対する監査手続は終了していますが、この決算短信は会社法に基づく

監査手続の対象外であります。 

 

＊業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 ｢3.平成 24 年 3月期の業績予想｣に記載のとおり、業績予想が困難であるため、24 年 3月期の配当予想額は未定であります。 
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１．経営成績 

 

（1）経営成績に関する分析 

 

当事業年度におけるわが国経済は、企業の生産増加から回復の動きが見られ、エコカー補助金打ち切り前の駆け込み需要

など個人消費も秋口までは堅調な動きとなりました。その後は政策効果の一巡から景気が一時足踏み状態となりましたが米

国の追加金融緩和後の世界的な株高に連れられ、再び景気は持ち直しの動きとなりました。しかしながら、本年 3 月 11 日

に発生した東日本大震災が甚大な被害をもたらし、景気回復の流れが大きく変化するなかで年度末を迎えました。 

為替市場は、ドル円相場においては、米国の景気回復期待から 1 ドル 94 円台の円安水準で始まりましたが、米国景気の

減速とそれに伴う米国の金融緩和観測により円高・ドル安が進行し、さらに東日本大震災による日本への資金送金の思惑等

から、一時 1 ドル 76 円台まで急激に円高・ドル安が進みました。その後はＧ7 による為替協調介入により円安方向へ振れ、

期末は 83 円台で取引を終了しました。ユーロ円相場においては、4 月に 1 ユーロ 127 円台の安値をつけましたが、欧州債

務問題を背景に円高・ユーロ安が進み、その後の東日本大震災、Ｇ7 為替協調介入を経て期末は 117 円台で取引を終了しま

した。 

株式市場は、中国の景気減速懸念が後退し、またギリシャの財政問題への不安も薄らぐなど外部要因が好転したことに加

えて、国内では日銀による追加緩和観測も浮上し、4 月 5 日に 11,339 円 30 銭の高値をつけるなど堅調なスタートとなりま

した。その後は欧州財政問題の再燃、米国景気の二番底懸念、円高進行などにより株式市場は低迷し、8 月 31 日に年初来

安値となる8,824円6銭まで下落する場面も見られましたが、年末にかけて米国の追加金融緩和による景気の先行き期待や、

日本企業の業績底堅さを背景に相場は戻りを見せ、平成 23 年 2 月 21 日には 10,857 円 53 銭まで回復しました。しかし、東

日本大震災の発生、津波や東京電力福島第一原子力発電所の事故、円相場の急騰などから相場は急落し、3 月 15 日には 8,605

円 15 銭と年度の安値をつけました。その後 3 月 17 日のＧ7 による為替協調介入により円安方向に振れたこともあり、期末

は 9,755 円 10 銭で引けました。 

当社はこのような状況の下、グローバル化するお客様の投資ニーズにお応えするため、新興国を投資対象とする投資信託

の品揃えの充実を図り、外国株式、外国債券を中心に商品提案に力を注ぐとともに、よりタイムリーな投資情報の提供にも

努めてまいりました。また一方管理面におきましても引き続きコンプライアンスの徹底、コスト管理の徹底による無駄の削

減に取り組んでまいりました。 

以上の結果、当事業年度の経営成績は、営業収益 21 億 64 百万円（前年度比 91.9％）、純営業収益は 21 億 46 百万円（同

92.3％）となりました。販売費・一般管理費は 18 億 91 百万円（同 96.1％）となり、経常利益は 2 億 91 百万円（同 75.1％）、

当期純利益は 1 億 95 百万円（同 78.8％）となりました。 

 

① 受入手数料 

 

     受入手数料の合計は 19 億 8 百万円（前年度比 89.6％）となりました。内訳は次の通りです。 

 

委託手数料 

東証の一日平均売買高は株数で 22 億 64 百万株（前年度比 97.5％）、売買代金で 1 兆 5,532 億円（同 100.0％） と

なりました。こうしたなか、当社は近年成長著しい中国の株式を主とした外国株式の取扱いに注力し、外国株式の手

数料は 81 百万円（同 143.8％）となりました。また、国内株式の手数料は 7 億 31 百万円（同 74.1％）となり、株式

委託手数料の合計は 8 億 12 百万円（同 77.8％）となりました。 

債券委託手数料および上場投資信託の委託手数料を含めた委託手数料の合計は 8 億 14 百万円（同 77.6％）となりま

した。 

 

    引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料につきましては、1 百万円（前年度比 57.5％）となりまし

た。 

 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料につきましては、投資信託の取扱いによるものでありま

す。 

当事業年度は、成長著しいブラジルやアジア・オセアニア地域等の新興国を主な投資対象とした「ＨＳＢＣブラジ

ル債券オープン」、「アジア・オセアニア好配当成長株オープン」などの販売に注力するとともに、米国の不動産投資

信託証券を主な投資対象とした「新光ＵＳ－ＲＥＩＴオープン」、ユーロ建て高利回り社債等を主な投資対象とした「欧

州ハイ・イールド債券オープン」などを新たに導入いたしました。またこの他にも毎月分配型の投資信託など品揃え

を充実させました。 

この結果、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は 7 億 73 百万円（前年度比 98.2％）となり

ました。 
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その他の受入手数料   

その他の受入手数料は、投資信託の代行手数料のほか、損害保険の募集手数料が含まれており、3 億 18 百万円（前

年度 109.8％）となりました。 

 

② トレ－ディング損益 

 

トレーディング損益は主に外国債券の取扱いによるものであり、2 億 13 百万円（前年度比 120.4％）となりました。 

  

③ 金融収支 

 

金融収益は 43 百万円（前年度比 87.7％）、金融費用は 18 百万円（同 62.5％）となり、差引金融収支は 24 百万円（同

126.7％）となりました。 
  
④ 販売費・一般管理費 

 

販売費・一般管理費は、コスト管理の徹底を図り 18 億 91 百万円（前年度比 96.1％）となりました。 

  

⑤ 営業外損益および特別損益 

 

営業外収益は受取配当金などで 41 百万円、営業外費用は 4 百万円となりました。特別利益は投資有価証券売却益など

で 47 百万円となり、特別損失は資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額などにより 3 百万円となりました。 

 

（2）財政状態に関する分析 

 

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ 1 億 78 百万円減少し 140 億 71 百万円となりました。これは主に、現金・

預金の減少 2 億 62 百万円、信用取引資産の減少 2 億 45 百万円、その他の流動資産の減少 1 億円、預託金の増加 2 億 94 百

万円、投資その他の資産の増加 2 億 17 百万円によるものであります。 

負債は前事業年度末に比べ 2 億 73 百万円減少し 40 億 54 百万円となりました。これは主に、信用取引負債の減少 4 億 6

百万円、短期借入金の減少 3 億円、預り金の増加 2 億 54 百万円、未払法人税等の増加１億 22 百万円によるものであります。 

純資産は前事業年度末に比べ 94 百万円増加し 100 億 17 百万円となりました。これは、利益剰余金の増加 1 億 53 百万円、

その他有価証券評価差額金の減少 59 百万円によるものであります。 

 

（3）利益配分に関する基本方針および当期の配当 

 

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして捉えております。利益配分につきましては、経営体質の

強化および今後の事業展開に備え、内部留保の充実に努めるとともに、安定的な配当の維持・継続を勘案しつつ、業績の進

展に応じた配分を行う方針であります。 

 以上の方針に基づき、当事業年度の配当金につきましては、1 株につき 5 円とさせていただく予定であります。 

 

２．経営方針 

 

（1）会社の経営の基本方針 

 

当社は、「顧客第一主義」を経営理念として顧客本位の営業に徹し、情報提供の質的向上や商品の品揃えの充実、社員の

資質向上による投資アドバイスの充実など高付加価値営業を推進し、顧客満足度の向上を図る方針であります。 

 

（2）会社の対処すべき課題 

 

本年 3 月 11 日の東日本大震災は甚大な被害をわが国にもたらしただけでなく、グローバルな経済活動においても新たに

サプライチェーンリスクが取り沙汰されるなど多方面へ影響を及ぼしております。このような激変する経済環境においては

より迅速かつ適切な投資アドバイスが重要と考えられ、当社は引き続きお客様の立場に立ち、プロとしての知識、経験、情

報を活かした投資プランをご提案してまいります。 

証券会社の役割は日本国内での金融業務のみならず、外国株式・外国債券等の販売を通じ、皆様の金融資産を世界の金融

市場へつなぐグローバルなものに変化しております。これからも証券市場の担い手として誠実に行動し、お客様のご要望に

お応えできますよう、役職員全員で努力してまいります。 
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３．財務諸表 

 

（1）貸借対照表 

                                                                          （単位：百万円） 

科  目 
前事業年度 

（平成 22 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月 31 日） 

6,558

2,000

0

0

220

2,025

1,897

128

－

86

31

123

6,295

2,294

0

0

136

1,779

1,732

47

30

65

38

22

11,046

764

156

49

557

10

2

8

0

2,428

1,881

476

1

42

1

33

△7

10,663

752

150

44

557

9

1

8

0

2,645

2,190

336

0

42

47

34

△6

（資産の部） 

流動資産 

  現金・預金 

  預託金 

  トレーディング商品 

   商品有価証券等 

  約定見返勘定 

  信用取引資産 

   信用取引貸付金 

   信用取引借証券担保金 

  短期差入保証金 

  未収収益 

  繰延税金資産 

  その他の流動資産 

流動資産合計 

 

固定資産 

  有形固定資産 

   建物 

   器具・備品 

   土地 

  無形固定資産 

   ソフトウェア 

   電話加入権 

   その他の無形固定資産 

  投資その他の資産 

   投資有価証券 

   関係会社株式 

   出資金 

   長期差入保証金 

   繰延税金資産 

   その他の投資等 

   貸倒引当金 

固定資産合計 3,203 3,407

資産合計 14,250 14,071
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                                                                          （単位：百万円） 

科  目 
前事業年度 

（平成 22 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月 31 日） 

916

736

179

1,456

330

1,100

15

75

60

509

420

89

1,710

421

800

138

70

55

3,954

317

37

－

3,706

311

19

5

354

18

336

10

（負債の部） 

流動負債 

  信用取引負債 

   信用取引借入金 

   信用取引貸証券受入金 

  預り金 

  受入保証金 

  短期借入金 

  未払法人税等 

  賞与引当金 

  その他の流動負債 

流動負債合計 

 

固定負債 

  退職給付引当金 

  役員退職慰労引当金 

  資産除去債務 

固定負債合計 

 

特別法上の準備金 

  金融商品取引責任準備金 

特別法上の準備金合計 18 10

負債合計 4,327 4,054

852

593

593

8,228

213

8,014

7,159

855

852

593

593

8,381

213

8,168

7,159

1,009

9,673

248

9,827

189

（純資産の部） 

株主資本 

  資本金 

  資本剰余金 

   資本準備金 

  利益剰余金 

   利益準備金 

   その他利益剰余金 

    別途積立金 

    繰越利益剰余金 

株主資本合計 

評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 

評価・換算差額等合計 248 189

純資産合計 9,922 10,017

負債・純資産合計 14,250 14,071
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（２）損益計算書 

                                                                          （単位：百万円） 

科  目 

前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

2,129

1,048

3

787

290

177

49

1,908

814

1

773

318

213

43

営業収益 

 受入手数料 

  委託手数料 

  引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の手数料 

  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱手数料 

  その他の受入手数料 

 トレーディング損益 

 金融収益 

   営業収益計 

 金融費用 

2,355

29

2,164

18

純営業収益 2,326 2,146

販売費・一般管理費 

取引関係費 

人件費 

不動産関係費 

事務費 

減価償却費 

租税公課 

その他 

1,968

203

1,242

237

187

22

16

59

1,891

185

1,186

238

186

20

16

57

営業利益 357 254

32

19

13

41

26

15

営業外収益 

 受取配当金 

 その他 

営業外費用 

 その他 
1

1

4

4

経常利益 387 291

－

93

3

2

39

－

7

0

99

59

4

0

－

47

0

－

－

3

特別利益 

 投資有価証券売却益 

 受取保険金 

 金融商品取引責任準備金戻入 

 貸倒引当金戻入額 

   特別利益計 

特別損失 

 投資有価証券評価減  
 店舗閉鎖損失 

 投資有価証券売却損 

 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 

   特別損失計 64 3

税引前当期純利益 422 334

9

164

138

0
法人税、住民税および事業税 

法人税等調整額 

法人税等合計 174 139

当期純利益 248 195
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（３）株主資本等変動計算書 

 

前事業年度（自 平成 21 年 4 月 1 日 至 平成 22 年 3 月 31 日）                              （単位：百万円） 

株 主 資 本 
評価・換

算差額等

資 本 

剰余金 
利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金
資 本 

準備金 

利 益 

準備金
別 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

利 益  

剰余金 

合 計 

株主資本 

合 計 

その他有

価証券評

価差額金

純 資 産 

合  計 

平成 21 年 3 月 31 日残高 852 593 213 7,159 634 8,007 9,453 100 9,554

事業年度中の変動額   

剰余金の配当  △27 △27 △27 △27

当 期 純 利 益  248 248 248 248

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額)   147 147

事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 － － － － 220 220 220 147 368

平成 22 年 3 月 31 日残高 852 593 213 7,159 855 8,228 9,673 248 9,922

 

 

当事業年度（自 平成 22 年 4 月 1 日 至 平成 23 年 3 月 31 日）                              （単位：百万円） 

株 主 資 本 
評価・換

算差額等

資 本 

剰余金 
利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金
資 本 

準備金 

利 益 

準備金
別 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

利 益  

剰余金 

合 計 

株主資本 

合 計 

その他有

価証券評

価差額金

純 資 産 

合  計 

平成 22 年 3 月 31 日残高 852 593 213 7,159 855 8,228 9,673 248 9,922

事業年度中の変動額   

剰余金の配当  △41 △41 △41 △41

当 期 純 利 益  195 195 195 195

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額)   △59 △59

事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 － － － － 153 153 153 △59 94

平成 23 年 3 月 31 日残高 852 593 213 7,159 1,009 8,381 9,827 189 10,017

 

 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 

   該当事項はありません。 
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（５）財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）並びに同規則第 2 条

の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）および「有価証券関連業経理の統一に関

する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 
[ 会計処理基準に関する注記 ] 

 
前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

１．トレーディングに関する有価証券等（トレーディング商品）

の評価基準および評価方法 

（１）商品有価証券（売買目的有価証券） 

   時価法を採用しております。（売却原価は総平均法によ

り算定しております。） 

（２）デリバティブ取引 

   時価法を採用しております。 

１．トレーディングに関する有価証券等（トレーディング商品）

の評価基準および評価方法 

（１）商品有価証券（売買目的有価証券） 

     同左 

 

（２）デリバティブ取引 

     同左 

２．トレーディング関連以外の有価証券等（その他有価証券）

の評価基準および評価方法 

（１）時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定しております。） 

（２）時価のないもの 

   総平均法による原価法を採用しております。 

２．トレーディング関連以外の有価証券等（その他有価証券）

の評価基準および評価方法 

（１）時価のあるもの 

     同左 

 

 

（２）時価のないもの 

     同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

   定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月 1

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）について

は定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

   建 物  10～47 年 

   器具・備品   3～20 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）および投資その他

の資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可能な期間（5 年）に

基づいております。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。なお、リース取引開始日が平成 20

年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

     同左 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）および投資その他

の資産 

     同左 

 

 

（３）リース資産 

     同左 

 

 

 

 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

   貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（２）賞与引当金 

   従業員に対する賞与支給に備えるため、当社所定の計算

方法による支給見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

     同左 

 

 

 

（２）賞与引当金 

     同左 
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前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

（３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

（５）金融商品取引責任準備金 

   有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等

に関して生じた事故による損失に備えるため、金融商品取

引法の規定に基づき計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

     同左 

 

 

（４）役員退職慰労引当金 

     同左 

 

（５）金融商品取引責任準備金 

同左 

 

 

５．消費税の会計処理方法 

  消費税および地方消費税の会計処理方法は税抜方式によ

っており、控除対象外消費税および地方消費税は、当事業年

度の費用として処理しております。 

５．消費税の会計処理方法 

     同左 

 

 

（６）財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

 

 

（１）会計方針の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）および「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益及び経常利益は、それぞれ 0 百万円

減少し、税引前当期純利益は 3 百万円減少しております。

（２）表示方法の変更 

  （短期差入保証金の表示方法の変更） 

   前事業年度までその他の流動資産に含めておりました

「短期差入保証金」（前事業年度 1 百万円）は、金額的重

要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しておりま

す。 
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（７）財務諸表に関する注記事項 

 

 [ 貸借対照表に関する注記 ] 

 

前事業年度 

（平成 22 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月 31 日） 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

   定期預金        100 百万円 

   建物           34 百万円 

   土地          430 百万円 

   投資有価証券     1,038 百万円 

    計          1,603 百万円 

 

 

（２）担保に係る債務 

   短期借入金       900 百万円 

   信用取引借入金     736 百万円 

    計             1,636 百万円 

 

２．担保等として差入れた有価証券の時価額（上記１を除く。）

（１）信用取引貸証券     206 百万円 

（２）信用取引借入金の    736 百万円 

   本担保証券 

 

３．担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

（１）信用取引貸付金の   1,875 百万円 

本担保証券 

（２）信用取引借証券     128 百万円 

（３）受入保証金代用有   2,714 百万円 

価証券（再担保に 

供する旨の同意を 

得たものに限る。） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

               633 百万円 

 

５．特別法上の準備金の計上を規定する法令の条項 

 金融商品取引責任準備金   金融商品取引法第 46 条の 5

第 1 項 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

   定期預金        100 百万円 

   信用取引差入保証金    30 百万円 

   建物           34 百万円 

   土地          430 百万円 

   投資有価証券        907 百万円 

    計          1,502 百万円 

 

（２）担保に係る債務 

   短期借入金       700 百万円 

   信用取引借入金     420 百万円 

    計             1,120 百万円 

 

２．担保等として差入れた有価証券の時価額（上記１を除く。）

（１）信用取引貸証券      95 百万円 

（２）信用取引借入金の    408 百万円 

   本担保証券 

 

３．担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

（１）信用取引貸付金の   1,537 百万円 

本担保証券 

（２）信用取引借証券      47 百万円 

（３）受入保証金代用有   2,243 百万円 

価証券（再担保に 

供する旨の同意を 

得たものに限る。） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

               648 百万円 

 

５．特別法上の準備金の計上を規定する法令の条項 

     同左 
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[ 株主資本等変動計算書に関する注記 ] 

 

前事業年度（自 平成 21 年 4 月 1 日 至 平成 22 年 3 月 31 日） 

１． 当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数 

普通株式  6,991,000 株 

 

２． 配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額  
１株当たり  

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 21 年 6 月 19 日 

定時株主総会 
普通株式 27 百万円 4 円 平成 21 年 3 月 31 日 平成 21 年 6 月 22 日

 

 （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 22 年 6 月 18 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 41 百万円 6 円 平成 22 年 3 月 31 日 平成 22 年 6 月 21 日

（注）1 株当たり配当額は、普通配当 5 円と記念配当 1 円であります。 

 

 

 当事業年度（自 平成 22 年 4 月 1 日 至 平成 23 年 3 月 31 日） 

１． 当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数 

普通株式  6,991,000 株 

 

２． 配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり  

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 22 年 6 月 18 日 

定時株主総会 
普通株式 41 百万円 6 円 平成 22 年 3 月 31 日 平成 22 年 6 月 21 日

（注）1 株当たり配当額は、普通配当 5 円と記念配当 1 円であります。 

 

 （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   上記の事項については、次のとおり決議を予定しております。 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 23 年 6 月 17 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 34 百万円 5 円 平成 23 年 3 月 31 日 平成 23 年 6 月 20 日
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[ 税効果会計に関する注記 ] 

 

前事業年度 

（平成 22 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月 31 日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の 

 発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 退職給付引当金 

 有価証券評価減否認 

 賞与引当金 

 ゴルフ会員権評価減否認 

 役員退職慰労引当金 

 減価償却費損金算入限度額超過額 

 金融商品取引責任準備金 

 その他 

繰延税金資産小計 

 評価性引当額 

繰延税金資産合計 

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

繰延税金負債合計 

 

繰延税金資産の純額 

(単位：百万円)

128

44

30

16

15

9

7

10

261

△ 61

200

△161

△  5

△167

33

１．繰延税金資産および繰延税金負債の 

 発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金 

有価証券評価減否認 

賞与引当金 

ゴルフ会員権評価減否認 

減価償却費損金算入限度額超過額 

役員退職慰労引当金 

 金融商品取引責任準備金 

 その他 

繰延税金資産小計 

 評価性引当額 

繰延税金資産計 

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

繰延税金負債合計 

 

繰延税金資産の純額 

 

(単位：百万円)

125

43

28

16

9

7

4

19

255

△ 56

199

△107

△ 5

△113

86

２．法定実効税率と税効果会計適用後の 

 法人税等の負担率との間に重要な差異 

 があるときの、当該差異の原因となっ 

た主要な項目別の内訳 

 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以下であるため注記を

省略しております。 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の 

 法人税等の負担率との間に重要な差異 

 があるときの、当該差異の原因となっ 

た主要な項目別の内訳 

 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以下であるため注記を

省略しております。 
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〔有価証券に関する注記〕 

 

前事業年度（平成 22 年 3 月 31 日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 

 

２．当事業年度中に売却したその他の有価証券 

種類 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

（１）株式 

（２）債券 

（３）その他 

－

－

30

－ 

－ 

－ 

－

－

0

合計 30 － 0

 

 

３．時価評価されていない主な有価証券 

                                                     貸借対照表計上額（百万円） 

（１）非上場株式 1,275

 

 

４．当事業年度において、有価証券について 59 百万円（その他有価証券の株式 59 百万円）減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 30％以上下落した場合に、回収可能性等を考慮して必

要と認められた額について減損処理を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 

債券 

その他 

900

－

30

467 

－ 

30 

433

－

0

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

小計 931 497 433

株式 

債券 

その他 

150

－

－

174 

－ 

－ 

△23

－

－

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

小計 150 174 △23

合計 1,081 671 410
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当事業年度（平成 23 年 3 月 31 日） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 

 

２．当事業年度中に売却したその他の有価証券 

種類 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

（１）株式 

（２）債券 

（３）その他 

41

－

－

39 

－ 

－ 

－

－

－

合計 41 39 －

 

 

３．時価評価されていない主な有価証券 

                                                     貸借対照表計上額（百万円） 

（１）非上場株式 1,274

 

 

４．当事業年度において、有価証券について 0 百万円（その他有価証券の株式 0 百万円）減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 30％以上下落した場合に、回収可能性等を考慮して必

要と認められた額について減損処理を行っております。 

 

 
〔１株当たり情報に関する注記〕 

 

前事業年度 

自 平成 21 年 4 月 1 日 

至 平成 22 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

１．１株当たり純資産額   1,419 円 33 銭 

２．１株当たり当期純利益    35 円 54 銭 

１．１株当たり純資産額   1,432 円 87 銭 

２．１株当たり当期純利益    27 円 99 銭 

 

 

〔開示の省略〕 

  

 金融商品、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため開示を省略いたします。 

 

 

 

 

 

 

種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 

債券 

その他 

825

－

334

530 

－ 

318 

294

－

16

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

小計 1,160 848 311

株式 

債券 

その他 

92

－

－

106 

－ 

－ 

△13

－

－

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

小計 92 106 △13

合計 1,252 955 297
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４．その他 

 

（１）受入手数料 

① 科目別内訳                                                                 （単位：百万円） 

前年同期比  前事業年度 

（平成 22 年 3 月期） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月期） 増減額 比率（％） 

委 託 手 数 料 

（ 株 券 ） 

（ 債 券 ） 

（ 受 益 証 券 ） 

引 受 け ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向 け 

売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料 

（ 株 券 ） 

（ 債 券 ） 

募 集 ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向 け 

売 付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 

1,048  

( 1,044 )

(   3 )

(   0 )

   3  

(    1 )

(   1 )

  787  

  290  

814   

(    812 ) 

(    0 ) 

(   0 ) 

 

  1   

(   － ) 

(   1 ) 

 

773   

318   

△234  

( △231 )

( △ 2 )

 ( △  0 )

  △ 1  

( △ 1 )

( △  0 )

△ 13  

28 

77.6 

(  77.8 )

(  24.0 )

(  33.0 )

57.5 

(   0.0 )

(  89.3 )

98.2  

109.8  

合            計  2,129  1,908     △221  89.6  

 

 

② 商品別内訳                                                                   （単位：百万円） 

前年同期比  前事業年度 

（平成 22 年 3 月期） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月期） 増減額 比率（％） 

株 券 

債 券 

受 益 証 券 

そ の 他 

1,051  

   5  

      1,069  

       2  

818   

2   

1,084   

1   

  △232  

△ 2  

14  

△ 0  

77.9  

50.4  

101.4  

85.5  

合            計       2,129  1,908     △221  89.6  

 

 

（２）トレーディング損益                                    （単位：百万円） 

前年同期比  前事業年度 

（平成 22 年 3 月期） 

当事業年度 

（平成 23 年 3 月期） 増減額 比率（％） 

株 券 等 

債 券 等 

      0  

  177 

△ 0   

213   

 △ 0  

36  

－  

120.4  

合            計     177  213    36  120.4  

 

 

（３）自己資本規制比率                                                                 （単位：百万円） 

 前事業年度末 当事業年度末 

基 本 的 項 目 資 本 合 計 (Ａ) 9,632 9,792

補 完 的 項 目 
その他有価証券評価差額金

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金
 

248 

18 

189

10

 計 (Ｂ) 267 200

控 除 資 産 (Ｃ) 2,049 2,181

固定化されていない自己資本の額 (Ａ)+(Ｂ)-(Ｃ) (Ｄ) 7,849 7,812

リ ス ク 相 当 額 

市 場 リ ス ク 相 当 額

取 引 先 リ ス ク 相 当 額

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額

 

133 

96 

501 

150

81

471

 計 (Ｅ) 731 703

自 己 資 本 規 制 比 率 (Ｄ)/(Ｅ)×100 1,072.4％ 1,110.4％

 


